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序   文 

 

 ケニア共和国は、東部アフリカ地域に位置する人口約3000万人の国です。同国では、感染症が

国民の健康を奪う最大の脅威となっています。乳幼児の死亡原因では、呼吸器感染症や下痢症、

安価な予防接種により防げる感染症等が、いまだ上位を占めています。他方、成人人口における

HIV/AIDSの急激な蔓延は、生産年齢層にある人材の命を奪うことによって、社会経済の根幹を揺

るがしています。ケニア共和国は、近年、小児死亡率の上昇を経験している数少ない国のひとつ

でもあります。 

 国際協力事業団の「ケニア国感染症研究対策プロジェクト・フェーズⅡ」は、1980年代初めよ

り一貫して当事業団が支援を行ってきましたケニア中央医学研究所（KEMRI）を実施機関とし、

その研究開発能力の向上を通じて同国における感染症対策の進展に貢献することを目的に、平成

８年５月から５年間の計画で実施されています。具体的には、ケニア共和国における主要感染症

であるHIV/AIDS、急性呼吸器感染症（ARI）、ウイルス性肝炎を取り上げ、それらにかかる各種実

験室診断技術の向上や、疫学調査等を行ってきました。 

 本件巡回指導調査団は、協力開始後２年半を過ぎ、折り返し点を通過した同プロジェクトにつ

いて、現段階での進捗状況を確認するとともに、今後プロジェクト終了までの方向性等について

提言を取りまとめることを目的として、国内委員長である千葉峻三氏を団長に、平成11年３月３

日から３月15日まで派遣されました。 

 本報告書は、同調査結果を取りまとめたものです。本調査にあたり多大なご協力を賜りました

内外の関係各位に対し、深甚なる謝意を表します。 

 

   平成11年３月 

 

                 国 際 協 力 事 業 団 

                      医療協力部長 福原 毅文
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１．巡回指導調査団派遣 

 

１－１ 調査団派遣の目的 

 (1) プロジェクト国内委員による現地調査・情報収集を行うとともに、ケニア共和国（以下、

ケニア）側関係者・他援助機関関係者・JICAケニア事務所および日本大使館関係者・プロジ

ェクト派遣専門家等との協議を行い、本件プロジェクトの進捗状況の確認を行う。 

 

 (2) 具体的には、これまでの活動実績・目標達成度の確認（人的・物的投入実績の整理、活動・

事業実績の整理、成果・効果の整理）を行い、必要に応じプロジェクト運営上の主要課題を

抽出・検討したうえで、協力期間終了までの達成目標を含む今後の方向性および活動計画に

ついて先方と合意を形成する。 

 

 (3) 特にプロジェクト合同調整委員会（Joint Coordinating Committee）での協議については、結

果を協議議事録（Ｍ／Ｍ）にまとめ、双方代表者による署名・交換を行い、公式文書として

残す。 

 

１－２ 調査団派遣の背景 

 ケニア中央医学研究所（Kenya Medical Research Institute：KEMRI）はケニア医学研究の中核的

機関である。わが国は1982年に無償資金協力にてKEMRIナイロビ本部施設の整備を行って以来、

技術協力を通じて一貫してKEMRIの能力向上を支援してきている（表１－１）。 

 1990年５月より1996年４月までは、「感染症研究対策プロジェクト」を通じ、ウイルス性・細菌

性下痢症、ウイルス性肝炎、住血吸虫症、フィラリア症等の基礎研究・疫学研究等にかかる技術

協力を行った。ケニア政府は、同プロジェクトの成果をも踏まえ、同国保健分野の重要課題であ

るHIV/AIDS、急性呼吸器感染症（ARI）、ウイルス性肝炎の各疾患に関する研究および対策のさら

なる進展を図るため、引き続きわが国に対し協力を要請してきた。 
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表１－１ わが国のKEMRIに対する過去の協力概要 

協力案件名 協力の概要 

無償：中央医療研究所建設計画 

（1982年１／２期、1983年２／２期） 

1979年、かつて東アフリカ医療研究協会のも

とにあった複数の研究所を統合して設立され

たKEMRIの、ナイロビ本部施設の整備を実施。

１／２期15億円、２／２期12.45億円。 

プロ技：ケニア中央医学研究所プロジェクト 

（1985／５～1990／４） 

上記無償で施設整備を行ったKEMRIを対象

に、ウイルス学（下痢症、ウイルス性肝炎）、

細菌学（下痢症）、寄生虫学（住血吸虫症）の

基礎研究・疫学研究等にかかる技術協力を実

施。Ｂ型肝炎診断試薬製造にかかる技術移転

も開始された。 

プロ技：感染症研究対策プロジェクト 

（1990／５～1996／４） 

ウイルス性・細菌性下痢症、ウイルス性肝炎、

住血吸虫症、フィラリア症等の基礎研究・疫

学研究等にかかる技術協力を実施。Ｂ型肝炎

診断キットの現地生産（抗原・抗体精製の現

地化）開始等の成果に結実。 

 

 JICAは、1996年１月の事前調査団および1996年３月の実施協議調査団の派遣を経て、同年５月

から５年間の計画で本件プロジェクト「感染症研究対策プロジェクト・フェーズⅡ」を開始した。

プロジェクト開始後、1997年８月には計画打合せ調査団を派遣し、開始後１年間の活動レビュー

等を行った。 

 これら調査等を通じて合意された活動計画は、HIV部門として①HIVスクリーニングキットの開

発、②HIVの分離・同定、③抗ウイルス活性をもつ薬草のスクリーニング、④HIV母子感染予防法

の確立等、ARI部門として①病因学的研究を通じた主要なARI病原体の特定、②臨床的研究を通じ

た迅速かつ適切な診断・治療法の確立、③疫学調査を通じたリスク要因の特定と効果的な予防・

治療法の確立等、ウイルス性肝炎部門として①Ｂ型肝炎スクリーニングキットおよびアルファフ

ェトプロテイン（AFP）スクリーニングキットの開発・普及、②ウイルス性肝炎および肝臓ガン

の疫学的調査と診断技術の向上、③肝臓ガンの病理学的研究等を含む内容となっている。 

 プロジェクト開始から２年半が経過し、チーフアドバイザーを含む長期専門家の交代が進むな

かで、プロジェクトのこれまでの目標達成度等について討議議事録（Ｒ／Ｄ）等で合意された当

初計画に照らし合わせて進捗状況の確認を行う必要があるとともに、プロジェクト終了時までの

到達目標・目的およびそれらを踏まえた今後の活動の方向性・計画等について確認する必要があ

った。 

 なお、特記事項としては、1999年２月にわが国無償資金協力による高度安全実験施設（Ｐ３ラ

ボラトリー）が完成し、同施設の運用指針等、本件プロジェクトとの関連から確認する必要があ

ったことがあげられる。また、KEMRIを拠点とした新たな技術協力計画として、本件プロジェク



－3－

トによる成果を広く近隣諸国にまで普及させることを目的とした血液スクリーニング分野の第三

国研修や、橋本前首相が提唱した「国際寄生虫対策イニシアティブ」に関連した協力展開が検討

されていたこともあげられる。 

 

１－３ 調査団の構成 

   担当  氏 名     所 属 

 団長／総括 千葉 峻三 札幌医科大学付属病院 院長 

 HIV/AIDS 栗村 敬 大阪大学医学部 名誉教授 

 A  R  I 神谷 茂 杏林大学医学部微生物学教室 教授 

 協力計画 瀧澤 郁雄 国際協力事業団医療協力部医療協力第二課 職員 

 

１－４ 調査日程 

移動および業務 日
順 

月日 
曜
日 日 程 行 程 

１ ３月３日 水  栗村・瀧澤団員 日本発→ 

２ ３月４日 木 午後 JICA事務所打合せ →ナイロビ着 

３ 
 
 
 

３月５日 
 
 
 

金 
 
 
 

午前 WHO協議 
   UNAIDS協議 
   UNICEF協議 
午後 KEMRIとの準備会合 

 

４ 
 

３月６日 
 

土 
 

資料整理 
報告資料作成 

栗村・瀧澤団員 ナイロビ発
→キスム着 

５ 
 
 
 
 
 
 

３月７日 
 
 
 
 
 
 

日 
 
 
 
 
 
 

キスム現地視察 
 Nyanza Provincial General Hospital 
 Aga Khan Hospital 
 Chlaimbo Health Centre/Rural Health Training  

Centre 
 KEMRI Centre for Vector Biology and Control  

Research 

栗村・瀧澤団員 キスム発→
ナイロビ着 
 
 
 
 
 

６ 
 

３月８日 
 

月 
 

派遣専門家との打合せ 
合同調整委員会資料作成 

千葉団長 日本発→ 
 

７ 
 

３月９日 
 

火 
 

派遣専門家との打合せ 
合同調整委員会資料作成 

→ナイロビ着 
神谷団員 日本発→ 

８ 
 

３月10日 
 

水 
 

JICA事務所協議 
KEMRI協議 

→ナイロビ着 
 

９ ３月11日 木 合同調整委員会  

10 
 
 

３月12日 
 
 

金 
 
 

ミニッツ署名 
JICA事務所報告 
日本大使館報告 

 

11 
 

３月13日 
 

土 
 

資料整理 
報告資料作成 

全団員 ナイロビ発 
 

12 ３月14日 日  （移動） 

13 ３月15日 月  全団員 日本着 
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１－５ 主要面談者 

 (1) ケニア側関係者 

   1）保健省（Ministry of Health） 

    Mr. Philemon Mwaisaka Permanent Secretary（ミニッツ署名者） 

    Dr. A. O. Misone Medical Superintendent, Nyanza Provincial General Hospital 

   2）研究技術省（Ministry of Research and Technology） 

    Mr. Sammy Mbova CBS, Permanent Secretary（ミニッツ署名者） 

   3）ケニア中央医学研究所（Kenya Medical Research Institute：KEMRI） 

    Dr. Davy K. Koech Director（ミニッツ署名者） 

    Dr. M. Wasunna Director, Acting Deputy Director（Research and Development） 

    Mr. Dunstan M. Ngumo Deputy Director（Administration and Finance） 

    Dr. W. M. Kof i-Tsekpo Chief Research Of f icer 

    Dr. Peter M. Tukei Chief Research Of f icer 

    Dr. N. I. Adungo Director, Centre for Leprosy and other Skin Diseases Research 

（Busia/Alupe） 

    Dr. G. G. Mbugua Director, Centre for Microbiology Research 

    Dr. A. J. Oloo Director, Centre for Vector Biology and Control Research 

（Kisumu） 

    Dr. F. A. Okoth Director, Centre for Virus Research 

    Dr. J. M. Chakaya Coordinator, KEMRI/JICA Project（ARI） 

   4）中央科学技術諮問委員会（National Council for Science and Technology） 

    Dr. Mohamed S. Abdullah Chairperson（兼Chairperson, KEMRI Board of Management） 

   5）アガカーン病院（Aga Khan Hospital, Kisumu） 

    Dr. John Opar Medical Advisor 

    Dr. Amit Goyal Head, Pathology 

    Ms. Agnes A. Oggot Director, Nursing 

 

   6）世界保健機関（WHO） 

    Dr. Rufaro R. Chatora Representative in Kenya 

   7）国連エイズ合同計画（UNAIDS） 

    Dr. Olavi Elo Director, Country Planning and Programme Development 

    Dr. G. B. Meskerem Team Leader, Intercountry Team for West and Central Africa 

    Dr. Naamara Country Programme Advisor 



－5－

   8）国連児童基金（UNICEF） 

    Dr. Marinus Gotink Health and Nutrition Of f icer 

 

 (2) 日本側関係者 

   1）在ケニア日本国大使館 

    荒川 公使 

    川戸 書記官 

   2）JICAケニア事務所 

    橋本 栄治 所長 

    松本  淳 次長 

    倉科 芳朗 所員 

    Mr. W. Nyambati ローカルスタッフ 

   3）プロジェクト派遣専門家 

    藤山 佳秀 チーフアドバイザー 

    遠藤 哲也 業務調整 

    垣本 和宏 HIV/AIDS（長期） 

    杉浦 康夫 ARI（長期） 

    和田 義人 ウイルス性肝炎（長期） 

    安藤 良弥 HIV/AIDS・垂直感染（短期） 

    景山 誠二 HIV/AIDS・分子疫学（短期） 
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２．プロジェクトの進捗状況 

 

２－１ 投入実績 

 ２－１－１ 専門家派遣実績 

  専門家派遣実績の詳細については、協議議事録（附属資料）のANNEX Ⅰを参照されたい。

1999年３月までに、表２－１に示すとおり、延べ10名の長期専門家および29名の短期専門家が

派遣された。 

 

表２－１ 専門家派遣実績（1999年３月まで） 

分野 長期人数 短期人数 

チーフアドバイザー ２ ０ 

業務調整員 １ ０ 

HIV/AIDS部門 ２ 17 

ARI部門 ３ ５ 

ウイルス性肝炎部門 ２ ５ 

その他 ０ ２ 

合計 10 29 

 

 ２－１－２ カウンターパート研修員受入実績 

  カウンターパート研修員受入実績の詳細については、協議議事録のANNEX Ⅱを参照された

い。1999年３月までに、表２－２に示すとおり、延べ14名のカウンターパート研修（本邦）を

実施した。 

 

表２－２ カウンターパート研修員受入実績（1999年３月まで） 

分野 人数 

HIV/AIDS部門 ９ 

ARI部門 ３ 

ウイルス性肝炎部門 ２ 

合計 14 

 

 ２－１－３ 機材供与実績 

  機材供与実績の詳細については、協議議事録のANNEX Ⅲを参照されたい。1996年度から1998
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年度（日本会計年度）までに、表２－３に示すとおり、一般プロジェクト機材、専門家携行機

材、エイズ対策・血液検査特別機材を合わせ、約３億2000万円（輸送費を含む）相当の機材供

与を行った。 

 

表２－３ 機材供与実績（1996～98年度） 

予算分類 1996年度 1997年度 1998年度 合計 

一般機材 84,730,000 78,191,000 40,138,000 203,059,000 

専門家携行機材 14,168,000 17,312,000 4,141,000 35,621,000 

エイズ特別機材 29,104,000 34,838,000 19,937,000 83,879,000 

合計 128,002,000 130,341,000 64,216,000 322,559,000 

  注１）承認済み実行計画額ベース 

  注２）1998年度専門家携行機材費については、1999年２月までの実績 

 

 ２－１－４ 現地業務費支出実績 

  現地業務費支出実績の詳細については、協議議事録のANNEX Ⅳを参照されたい。1996年度

から1998年度（日本会計年度）までに、一般現地業務費、技術交換費、中堅技術者養成対策費、

機材保守管理費、啓蒙普及活動費、視聴覚等教材整備費（実施計画諸費）、エイズ対策適正技

術開発支援費（実施計画諸費）を合わせ、3896万ケニアシリング担当（約780万円）の現地業

務費が支出（1998年度分については、承認）された。 

 研究開発活動に用いられた現地業務費のうち、部門別の割合は、HIV部門、ARI部門、ウイル

ス性肝炎部門のそれぞれについて、78％、12％、10％であった。 

 

 ２－１－５ 無償資金協力による高度安全実験施設（Ｐ３ラボラトリー）の整備 

  約２億3000万円の無償資金協力により、ウイルス研究センター（Centre for Virus Research）

の一角に、高度安全実験施設（Ｐ３ラボラトリー）が整備され、1999年２月16日、先方に引き

渡された（協議議事録のANNEX ⅩⅡを参照されたい）。今後、同実験施設を用い、診断キット

製造本格化に向けたHIVの大量培養等を開始していく計画である。 

 

 ２－１－６ KEMRI側投入実績 

  カウンターパートの配置、現地業務費負担、その他のKEMRI側投入実績の詳細については、

それぞれ協議議事録のANNEX Ⅴ、ANNEX Ⅵ、ANNEX Ⅶを参照されたい。 

 HIV/AIDS部門については32名のカウンターパートが、ARI部門には23名のカウンターパート

が、ウイルス性肝炎部門には14名のカウンターパートが、研究センターの垣根を越えてそれぞ
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れ参加している。 

 

２－２ 活動実績 

 プロジェクト各部門におけるこれまでの活動実績の詳細については、協議議事録のANNEX Ⅷ

を参照されたい。また、プロジェクト活動を通じてこれまでに取りまとめられた研究論文等につ

いては、協議議事録のANNEX Ⅸを参照されたい。 

 

 ２－２－１ HIV/AIDS部門 

  HIV－１診断キットの現地生産については、月産5000テストの生産能力が確立された。現在、

フィールドでの品質評価テストを実施中であるが、これまでのところ良好な結果を得ている。

HIV分子疫学調査については、これまで95株について遺伝子解析がなされ、うちサブタイプＡ

が80％、Ｃが９％、Ｄが７％、Ｇが１％との結果を得ている。伝統薬草木の抗ウイルス活性に

ついては、in vitroにて抗単純ヘルペスウイルス活性および抗逆転写酵素活性が調べられている。

西ケニアでの母子感染予防臨床試験については、初回・２回目合わせて824名（うちHIV陽性57

名）の妊婦がリクルートされた。初回妊婦については、AZT短期投与がなされ、65％のHIV母

子感染抑止効果を確認した。 

 

 ２－２－２ ARI部門 

  臨床関連については、1997年２月にバガティ病院にARIクリニックを設置し、起因菌・ウイ

ルスと重症度の関連等を調査中である。検査室関連については、呼吸器疾患研究センター

（Centre for Respiratory Diseases Research）の細菌検査および真菌検査体制が整い、ウイルス研

究センター（Centre for Virus Research）におけるARI起因ウイルス検査体制が確立された。薬剤

感受性試験も実施可能となり、ナイロビ地区では85％（マリンディ地区では67％）の肺炎球菌

がペニシリンに耐性を示すことを明らかにした。疫学関連については、キベラ地区の2045世

帯・6642人を対象にベースライン社会人口調査を行い、５歳未満児を対象にコホート調査を開

始している。１年間のフォローアップを行った同地区における177名の５歳未満児１人当たり

の年間ARI発現率は、6.2＋／－3.6であった。また、ARI罹患のリスク要因についても解析が行

われている。また、視聴覚等教材整備費を用いて、ARIにかかる医療従事者（英語）および住

民（スワヒリ語）啓蒙用ビデオを作製した。今後キベラ地区において住民教育に活用する予定

である。 

 

 ２－２－３ ウイルス性肝炎部門 

  すでに現地生産を行っていたＢ型肝炎診断キットについては、1996年に凍結乾燥化に成功し
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た。1996年から1998年までに800キット（８万テスト分）が製造され、739キットが輸血血液ス

クリーニング用に州病院に供給された。同キットでスクリーニングされた４万7645ユニットの

輸血血液におけるＢ型肝炎表面抗原保有率は、3.5％であった。また、肝臓ガンのマーカーで

あるアルファフェトプロテイン診断キットについては、同期間に29キット（2900テスト分）が

製造され、同様に州病院に供給された。キットの使用方法については、ワークショップおよび

KEMRIスタッフの巡回指導により普及が図られている。臨床・超音波診断については、これま

で196名の患者を対象に実施した。肝臓ガンの病理診断については、これまで14件の肝生検を

行った。 
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３．提言・検討事項等 

 

３－１ 課 題 

 課題については、協議議事録（附属資料）のANNEX Ⅹをあわせ参照されたい。先方との協議

等を通じて指摘された課題としては、以下があげられる。 

 

 ３－１－１ 全般的な課題 

  プロジェクト活動に関し、政策決定者や他の関係機関をはじめ、ケニア内外への発信努力が

必要である。KEMRIで生産が可能となった製品について、安定的生産体制を確立するとともに、

商標登録やマーケティング努力が必要である。プロジェクトを通じたKEMRIの人材育成をさら

に促進するため、学位取得に対する支援可能性について再検討が必要である（KEMRI側の強い

要望事項）。プロジェクトを通じた機材供与について、手続きの迅速化が必要である（派遣中

専門家からの強い要望事項）。老朽化した機材類の廃棄を進め、スペースを確保する必要があ

る。自立発展性の強化に向けて、双方による協議を継続する必要がある。カウンターパートの

国際学会等への参加に対する支援継続を検討する必要がある（KEMRI側の強い要望事項）。 

 

 ３－１－２ 部門別の課題 

  HIV/AIDS部門については、プロジェクトで得た情報を共有し、対策プログラムの強化につな

げていくためにも、保健省、国家エイズ対策プログラム、関連NGOおよびドナー等とのいっそ

うの連携を進めていく必要がある。ARI部門については、特に疫学関連において、HIV/AIDS部

門とのよりいっそうの連携が求められる。ウイルス性肝炎部門については、早急に診断キット

の商標登録等を済ませ、有償供給体制を確立する必要がある。安定した生産体制を維持するた

めにも、動物舎の管理を改善する必要がある（抗体採集用モルモットの死滅が繰り返されてい

るため）。 

 

３－２ 今後の方向性 

 今後の方向性については、協議議事録のANNEX ⅩⅠをあわせ参照されたい。先方との協議等を

通じて合意された、各部門別の方向性としては、以下があげられる。 

 

 ３－２－１ HIV/AIDS部門 

  これまでに実施済み・実施中の研究開発事業を通じて得られたデータの解析を完了させ、成

果の公表（論文発表等）を急ぐべきである。HIV母子感染およびエイズ発症進行に対するビタ

ミンＡをはじめとする微量栄養素補給の役割について、さらに検討すべきである。高度安全実
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験施設（Ｐ３ラボラトリー）について、その使用方法細則等を定めるべきである。事故発生時

の補償等については、ケニア当局の責任である。HIV確認検査に、蛍光抗体法を導入すべきで

ある（高度安全実験室の供用が開始され、HIVの培養が確立されれば、KEMRI内部での検査用

スライド作製が可能となり、コスト削減にもつながるため）。 

 

 ３－２－２ ARI部門 

  入院を必要とするような重症例について、より注目すべきである。HIV感染者における呼吸

器感染症（カリニ肺炎等）に注目すべきである。既存のHIV/AIDS部門のコホートを活用し、活

動を西ケニアにも広げることについて検討すべきである。そのためには、西ケニアにおけるさ

らなる施設整備（検査機材の供与）および人材育成が必要である。分子生物学的検査技術（核

酸増幅検査法：PCR）の応用を、さらに進めるべきである。 

 

 ３－２－３ ウイルス性肝炎部門 

  Ｂ型肝炎診断キット（KEMRI HEPCELL Ⅱ）の有償供給を早急に開始すべきである。抗体生

産に関して、モノクローナル技術の応用可能性を検討すべきである。Ｃ型肝炎の疫学調査に関

し、PCRの応用可能性を検討すべきである。Ｂ型肝炎スクリーニング技術にかかるワークショ

ップを、他州の地区（district）レベルに拡大する可能性を検討すべきである。モルモット用動

物舎の運営管理を改善し、衛生および安全性を確保すべきである。 
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